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第三章 訴訟中の救済
第一節 訴訟中の救済の概論
一 訴訟中の救済の概念
訴訟中の救済は、単なる学理上の概念であり、裁判所が訴えを受理した後、正
式な判決を下す前に、緊迫した状況にある場合、権利者が法律の規定により裁判
所に対して求める救済である。緊迫した状況とは、被告が権利侵害行為を行なっ
ている又は行なおうとしていることを権利者が知り、直ちに制止しなければ、自
らの合法的な権利・利益が回復できない損害を被る状況を指す。また、直ちに証
拠を保全しなければ、証拠が滅失し又はその後において取得困難な状況に陥る可
能性がある場合をも指す。関連財産の保全をしなければ、判決が執行不能又は執
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行困難な状況に
(１)
なる。この他、権利侵害訴訟過程において、知的財産権者は、権
利侵害に関連する証拠及び情報について、知る権利（Right of Information）を有
する。裁判所は、一定の訴訟手続を通じて権利者が享有するこの種の権利を保護
する。権利者の享有する知る権利が、被告から関連証拠を獲得するための制度上
の保障であることからいえば、知る権利の行使及びその保護は、権利者が享有す
る一種の訴訟中の救済措置でも
(２)
ある。訴訟前の救済と同様に、訴訟中の救済も一
種の臨時救済である。
二 訴訟中の救済の分類
権利者の申立てる内容により、訴訟中の救済は、訴訟中の差止命令、訴訟中の
財産保全、訴訟中の証拠保全及び権利者の知る権利の保護に分けることができ
る。訴訟中の差止命令とは、訴訟過程において、権利者が裁判所に対して被告に
ある特定の行為を為す又は為さないことを要求するよう申立て、それに対して裁
判所が下した命令である。訴訟中の財産保全とは、訴訟過程において、原告が裁
判所に対して被告の関連財産を凍結し差押えるように申立て、それによって裁判
所の判決が執行される一種の救済措置で
(３)
ある。訴訟中の証拠保全とは、証拠が滅
失の可能性があり又はその後において取得困難な状況下で、原告が裁判所に対し
て当該証拠を確保するように求める救済措置の１つで
(４)
ある。
中国民事訴訟法は、訴訟中の証拠保全及び財産保全に対して明確な規定を設け
ていた。最高人民法院の「訴訟前の登録商標専用権侵害行為の差止及び証拠保全
の法律適用問題に関する解釈」が実施される以
(５)
前は、訴訟中の差止命令について
は、裁判所は民事訴訟法の「仮執行〔先予執行〕」の規定に基づき下すことがで
きた。権利者の知る権利の保護は、中国の現行法において明確な規定はないが、
最高人民法院が出した証拠問題についての司法解釈に、類似した内容がある。
訴訟中の救済を訴訟前の救済と比べると、救済の目的及び適用条件において大
きな類似性があるが、それと同時に、一定の差異も存在する。その中で、訴訟中
の差止命令と訴訟前の差止命令には、違いもあれば関連も存在する。法理学から
みれば、中国の訴訟中および訴訟前の差止命令制度には、なお改善の必要な点が
あり、それについては本章第二節で述べる。訴訟中の財産保全及び権利者の知る
権利に対する保護については、本章第三節で述べる。
第二節 訴訟中の差止命令
一 訴訟中の差止命令が適用される法律の根拠
訴訟中の差止命令の目的は、訴訟前の差止命令と同様であり、発生しようとし
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ている又はすでに生じている権利侵害行為を制止し、権利者に回復できない損害
をもたらすことを避けることにある。しかし、中国の知的財産権侵害訴訟の領域
における訴訟中の差止命令と訴訟前の差止命令とでは、その適用される法律の根
拠になお異なっている部分がある。商標権侵害訴訟の領域では、現行商標法は訴
訟前の差止命令に対して明確に規定して
(６)
おり、最高人民法院の司法解釈はその適
用条件についてさらに進んだ規定を設けて
(７)
いる。当該司法解釈は、もし商標登録
者又は利害関係者が裁判所に対して商標権侵害訴訟を提起し、又は訴訟中におい
て、先ず登録商標専用権侵害の差止請求を提起した場合は、裁判所は訴訟前の差
止命令の関連規定を参照して先ず裁定を下すことがで
(８)
きることを明記している。
したがって、訴訟前の差止命令と訴訟中の差止命令の適用条件は同じである。特
許権侵害訴訟の領域では、現行特許法は訴訟前の差止命令について規定を設けて
(９)
おり、最高人民法院の「訴訟前の特許権侵害行為差止の法律適用問題に関する若
干の規定」においても、訴訟前の差止命令の適用条件について詳細な規定を設け
て
(10)
いる。しかし、訴訟中の差止命令及びその適用条件については、明確でない。
その理由は、主にこの司法解釈第17条の規定に起因する。すなわち同条によれば
「特許権者又は利害関係者が、人民法院に対して特許権侵害の訴訟を提起すると
き、あわせて特許権侵害行為の先行差止請求を提起する場合は、人民法院は裁定
を先行させることができる」となっている。この条文を論理的に分析すると、状
況が異なれば結果も異なることになる。というのは、①当事者が人民法院に対し
て特許権侵害の訴えを提起し、法院が受理するか否かを決定する前に、当事者が
相手に対してある行為を停止するように要求する場合、これは一種の訴訟前の差
止命令の申立で
(11)
あり、特許法及び当該司法解釈にもとづいて処理しなければなら
ない。②当事者が裁判所に対して提起した特許権侵害の訴えが法院に受理された
ならば、当事者が相手方に対してある行為を停止するように要求する場合、それ
は、訴訟中の差止命令の申立になるから、裁判所がこの訴訟中の差止命令を出す
べきか否か、また出すとしてその差止命令の基準となる根拠は何なのか、特許法
及び司法解釈には明確な規定がない。したがって、訴訟前の差止命令と訴訟中の
差止命令とが同じ目的を有する場合は、当事者が権利を主張しやすくし、法院が
より運用しやすくするために、当該司法解釈において、「訴訟前に商標専用権侵
害行為を停止し、証拠を保全することについての法律を適用するうえでの問題に
関する解釈」のように、明確に訴訟中の差止命令の適用条件及び運用は訴訟前の
禁止命令の規定を準用することを規定すべきである。著作権侵害の領域では、現
在のところ、現行著作権法は訴訟前の差止命令について規定を設けているだけ
で、相応する司法解釈は出されておらず、しかも訴訟中の差止命令については規
定がなく、したがって訴訟中の差止命令の著作権法上の根拠は未だ存在しない。
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不正競争防止訴訟の領域では、中国の不正競争防止法は、訴訟前の差止命令につ
いて規定していないため、その適用条件については、法改正及び司法解釈を待つ
しか
(12)
ない。
実際には、中国における知的財産権の主な法律は、2000～2001年にかけて改正
を行なう前は、民事訴訟法に規定する「仮執行」制度が、訴訟中の差止命令を出
す際の法律根拠とされた。当該法律第97条第３項は、状況が緊急のため、当事者
の申立により、裁判所が仮執行を裁定することができると規定していた。最高人
民法院の司法解釈によると、「緊急な状況」とは、直ちに侵害を停止させ、妨害
を排除し、ある行為を直ちに制止する等の必要があることを
(13)
指す。中国民事訴訟
法は、同時に仮執行の適用条件を規定しており、その中の１つは、当事者間の権
利義務関係が明確で、仮執行しないと申立人の生活又は生産経営に重大な影響を
与えてし
(14)
まうといった場合である。たとえば、本書第二章において述べたよう
に、ある種の状況においては、知的財産権侵害行為を直ちに制止しなければ、当
該行為が権利者の商業上の名誉・名声又は市場の占有率に金銭で回復しがたい損
害をもた
(15)
らすことになる。同様に、商業の名誉・名声の喪失及び市場の占有率の
減少は、権利者の生産経営に重大な影響を与えてしまうことになる。この場合の
権利者は、仮執行の適用条件に符合する。したがって、知的財産権侵害訴訟につ
いていえば、中国法上の仮執行制度は、実質的に訴訟中の差止命令の性質を有し
ており、訴訟において積極的な役割を発揮させるべきである。しかし、残念なこ
とに、裁判所が知的財産権侵害訴訟において仮執行を裁定する案件は、あまり多
く
(16)
ない。その原因は、主に以下の２点に起因する。①中国民事訴訟法第97条に規
定する仮執行の条件を、知的財産権侵害訴訟の中で適用するとき、明瞭さを欠い
ており、申立人及び裁判官が個別の案件の中で当該条件について解釈し、これを
以って何故被申立人がある行為を停止しなければ申立人の生産又は生産経営に重
大な影響をもたらすかを説明する必要がある。同様に、それは当事者及び弁護士
に仮執行制度への誤解をもたらし、当該制度が知的財産権訴訟には適用されない
と認識させ、そのため訴訟において裁判所に仮執行を提起する当事者がほとんど
見られない。②裁判官は、誤った仮執行により生じるリスクを負うことを恐れ、
仮執行の措置を採りたがらない。一部の弁護士は、裁判官が仮執行の申立をまっ
たく受けつけず、あるいは申立人が提供する担保の形式に対して、たとえば仮執
行の条件として申立人に対して十分な現金担保の提供を要求するといった苛酷な
要求を提示すると裁判官のことを批判して
(17)
いる。
中国では、民事基本法及び一部の知的財産権部門法において、訴訟中の差止命
令の適用条件について明確な規定を設けておらず、最高人民法院も著作権侵害及
び不正競争防止訴訟における訴訟前及び訴訟中の差止命令の適用について解釈を
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出しておらず、また、特許権侵害訴訟における訴訟中の差止命令の適用について
曖昧な解釈に終始している。こうした状況のもとで、もし当事者がこれらの訴訟
において仮執行申立（訴訟中の差止命令申立に相当）を提起した場合、審査の結果
条件に合致すれば、裁判所はこれを認めるべきである。
二 訴訟中の差止命令と訴訟前の差止命令の異同
(一）訴訟中の差止命令と訴訟前の差止命令の共通点
法理上から言えば、訴訟中の差止命令と訴訟前の差止命令の目的は共通してお
り、適用条件も大差が
(18)
ない。訴訟中の差止命令と訴訟前の差止命令は臨時救済措
置として、案件の実体上の処理結果に影響を与えないだけでなく、当事者が誤っ
て訴訟中及び訴訟前の差止命令を申立て、被申立人に損失をもたらした場合は、
すべて賠償責任を負わなければなら
(19)
ない。被申立人が訴訟中及び訴訟前の差止命
令に違反する場合は、民事訴訟法第102条の規定により法律責任を追及
(20)
する。こ
れらの点において、中国の訴訟中及び訴訟前の差止命令制度は、米国法上の一方
的緊急差止命令制度に相当
(21)
する。
(二）訴訟中の差止命令と訴訟前の差止命令の差異
訴訟中の差止命令と訴訟前の差止命令とでは、以下のような差異が存在する。
①訴訟前の差止命令には、裁判所が訴訟前の差止命令を出してから15日以内に訴
訟前の差止命令の申立人が訴えを起こさない場合は、裁判所がこれを解除する、
という法定解除期間が存在
(22)
する。訴訟中の差止命令にはこれに類似する期間がな
い。② Trips
(23)
協定及び中国の現行
(24)
法律により、訴訟前の差止命令は、当事者が
申立て、相手当事者に通知しない状況下で出すことができるが、訴訟中の差止命
令は相手当事者に通知しない内に出せるか否かについては、中国法に明確な規定
がない。訴訟前と訴訟中での差止命令申立の提起という２つの異なる状況からみ
ると、明らかに前者はより緊急であり、かつ法定の解除期間を有するから、裁判
所が相手当事者に通知せずに訴訟前の差止命令を出すことができる。訴訟中の差
止命令は法定解除期間がなく、且つ一般に終審の法律文書の効力が生じるときま
で維持しなければならず、双方当事者の権利義務関係に重大な影響を与えてしま
うから、裁判所は相手当事者に通知し、訴訟中の裁判所命令を出すか否かについ
て尋問し、それでもって訴訟中の差止命令の正確さを確保しなければならない。
訴訟前の差止命令は、米国法上の一方的緊急差止命令（Temporary Restrain-
ing Order,略して TRO）にやや似ており、訴訟中の差止命令は米国法上の暫定的
差止命令（Preliminary Injunction）に類似する。一方的緊急差止命令と暫定的差
止命令の、米国の知的財産権侵害訴訟における適用条件は同じで
(25)
ある。ただし、
一方的緊急差止命令の有効期間は10日であり、当事者に正当な理由があれば、申
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立により当該有効期間を10日間延長することもで
(26)
きる。一方的緊急差止命令は、
相手当事者に通知することなく、一方当事者の申立により出すことがで
(27)
きる。し
かし、暫定的差止命令については、裁判所は相手当事者に通知した上で出さなけ
ればなら
(28)
ない。一方的緊急差止命令が相手当事者に通知せずに出された場合は、
裁判所ができるだけ迅速に暫定的差止命令のための動議の審理時間を定め、いか
なるその他の事項よりも優先して審理しなければならない。暫定的差止命令の動
議を審理するとき、もし一方的緊急差止命令の申立人が暫定的差止命令の申立を
提出しなければ、裁判所は一方的緊急差止命令を解除
(29)
する。一方的緊急差止命令
に対して、当事者は一般に上訴することができないが、暫定的差止命令に対して
は当事者が上訴を提起することがで
(30)
きる。
三 中国における訴訟中の差止命令と訴訟前の差止命令の改善
本書第二章において、中国の訴訟前の差止命令の適用条件を検討したさい、既
に訴訟前の差止命令制度の改善問題に言及しておいた。そこでの主な問題とは、
裁判所が臨時差止命令を出すときの条件の１つは、申立人の実体的勝訴の可能性
であって、被申立人の行為が知的財産権侵害を構成することでは
(31)
ないということ
であった。そこで、筆者は訴訟手続から中国における訴訟中及び訴訟前の差止命
令の改善すべき点を検討してみたい。
(一）訴訟中および訴訟前の差止命令の裁定に対して上訴し審理を要求する当
事者の権利
中国現行法律は、被申立人が訴訟前の差止命令の裁定に不服がある場合、裁定
を受け取った日から10日以内に再審査を申立てることができる。再審査期間は裁
定の執行を停止し
(32)
ない。訴訟中の差止命令も同様で
(33)
ある。裁判所が出した訴訟前
又は訴訟中の差止命令の裁定に対して、法律は被申立人に再審査申立の権利があ
ることしか規定しておらず、被申立人の利益の保護にとって不十分である。何故
なら、被申立人は、裁定を出した原裁判所に再審査申立てを提起するしかなく、
しかも当該再審査に対して審理を行なうのは当該裁定を出した裁判官又は合議廷
であるからである。裁判官又は合議廷に、自ら下した裁定が誤っているか否か、
修正又は取消すべきか否かを判断させることは不可能ではない。しかし、人間と
いうのは自らの行為に対し監督するときの厳しさは明らかに他人からの監督より
弱くなってしまうものである。特に、被申立人が提起した再審査申立てに対し
て、裁判所は基本的に書面審査しか行わないから（勿論、中国の現行法律は開廷審
理の方式を採るように規定しているわけではない）、なおさら再審査は形式に流れて
しまう。両方から聞けばより明らかになる（兼聴則明）と言う言葉が示すように、
被申立人の再審査申立てに対して、裁判所は開廷審査をなし、被申立人及び申立
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人に事実を明らかにし、意見を陳述する機会を与えなければならない。したがっ
て、Trips協定が明確に規定しているのは、裁判所は、暫定措置をとり被告に通
知した後、「合理的な期間内に、聴問の権利の提供を含め、被申立人に再審査の
機会を提供し、当該暫定措置を変更、取消、確認すべきかどうかを決定しなけれ
ばならない」ということで
(34)
ある。「Review」は、中国語において「復審」、「再検
察」又は「上級法院の下級法院の行為に対する検査」と訳すことがで
(35)
きるし、復
議と訳すこともできる。したがって、中国の法律が、当事者が訴訟前及び訴訟中
の裁定に対して再審査を求めることができると規定しているのは、決して Trips
協定に違背しているわけではない。ただし、訴訟の公正性から考えると、訴訟前
及び訴訟中の差止命令を出すか否かは、事実認定及び法律適用などの複雑な問題
に及び、しかも差止命令を出す場合は当事者の利益に重大な影響を与えるから、
訴訟中の差止命令について当事者の上訴を認めなければならず、決して単純な再
審査の問題ではない。訴訟前の差止命令に対して、申立人が法的期間内に訴えを
提起した場合は、被告にも訴訟前の差止命令に対して上訴の権利を与えなければ
ならない。上訴は再審査に存在する弊害を克服することができ、しかも上訴裁判
所の審理を通じ、上訴裁判所の管轄の範囲内において、訴訟前及び訴訟中の差止
命令の適用条件の統一を確保することができる。「Hear」は、「聴問〔聴証〕」又
は「審理」と訳すことができる。当事者の再審査申立について開廷審理するか否
かについて、中国の法律はこれを禁止する規定がないから、法律規定も Trips
協定に違反しない。
中国の法律は、現在のところ、裁判所が訴訟前又は訴訟中の差止命令を出す場
合は、被申立人又は被告は再審査を提起することができるしか規定しておらず、
裁判所が訴訟前又は訴訟中の差止命令を出すべきではないと認定したことに対し
て、申立人又は原告が再審査を提出できるか否かについては規定を設けてい
(36)
ない。訴訟前の差止命令の申立に対しては、もし裁判所が認めなければ、緊急状
況を理由に、申立人は訴えの提起と同時に、又は裁判所が受理した後直ちに、裁
判所に対して訴訟中の差止命令の申立をなすことができ、したがって、訴訟前の
差止命令を認めない裁定に対して、申立人に再審査を求める権利又は上訴の権利
を与えなくてもかまわないかもしれない。しかし、裁判所が訴訟中の差止命令を
認めない裁定に対しては、当事者の訴訟権利の平等原則からみて、原告に再審査
を提出する権利を認めるべきである。右に言及した原因に鑑み、原告に上訴を提
起する権利を与えた方がよいと思われる。また、繰り返し強調したように、訴訟
中の差止命令は事件当事者の利益に重大な影響を与えることになり、特に現状で
は知的財産権事件の審理に要する日時は一般民事紛争より長く、複雑な案件とな
ると受理されてから５、６年ないしそれ以上の時間をかけてやっと終結する状況
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である。そうした中で、上訴を通じて訴訟中の差止命令を出すかどうかの裁定に
対して審査を行うことは、特に重要である。上記の暫定的差止命令を規定したア
メリカ法の上訴制度はわれわれにとっても参考に値
(37)
する。
(二）訴訟前及び訴訟中の差止命令の範囲とその形式の要求
訴訟前及び訴訟中の差止命令の範囲は、裁判所がその裁定の中で明確に禁止し
ている被申立人又は被告が実施している行為の種類を指す。中国の現行法の規定
により、訴訟前又は訴訟中の差止命令は申立人又は原告が申立てる範囲に限るべ
きで
(38)
ある。裁判所が訴訟前及び訴訟中の差止命令の範囲を決定するとき、まず申
立人又は原告の申立の範囲が理に適っているか否かを考慮しなければならない。
もし当該申立の範囲が、被申立人又は被告に対して訴えられている権利侵害製品
を生産する工場の閉鎖まで要求した場合には、この申立の範囲は理に適っていな
い可能性がある。たとえ当該工場が訴えられている権利侵害製品を主に生産して
いても、その他の非権利侵害製品も生産しているならば、被告の利益の保護及び
当該工場の従業員の利益（社会公共利益の一種であると見なすことができる）を保護
するため、裁判所は当該工場を閉鎖してはなら
(39)
ない。ある種の商品を市場から排
除しないですむものであれば、特に市場において競争商品がほとんど存在しない
場合、裁判所は訴訟前及び訴訟中の差止命令の範囲の合理性及び妥当性について
一層慎重に考慮し、市場競争の活力を確保し、消費者及び社会の公共利益を守ら
なければなら
(40)
ない。訴訟前及び訴訟中の差止命令は、被申立人又は被告の利益を
保護する功能がある場合のほか、「差止命令の過ちによりもたらされる損失を最
大限
(41)
減少」させることができる場合に適切なものとなる。また、裁判所は裁定書
において、明確かつ詳細に被申立人又は被告が実施している行為を記さなければ
ならない。訴訟前及び訴訟中の差止命令の違反者は、法律の制裁を受けることに
(42)
なる。訴訟の正義は裁判所に対して、裁定書の中で差止命令の拘束を受ける者に
いかなる行為を実施してはならないかを明確かつ明快に知らせることを要求す
る。これは差止命令が使用する言語に対して一定の要求をなすことになる。1841
年、米国のある判例の中で、裁判官は差止命令で使用する言語について以下のよ
うな判断を示した。すなわち、いかなる状況においても、差止命令で使用する言
語は明白かつ明示的（Clear and Explicit）でなければならず、仮に目が不自由な
人であってもその意味が分かり、弁護士に依頼する必要も、また意見を求める必
要もなく、何をなす権利があるか、何をなす権利がないかを理解し、これによっ
て差止命令に違反し懲罰を受けることを避けることがで
(43)
きるというものである。
この他、裁判所は、訴訟前又は訴訟中の差止命令の裁定の中で、差止命令を採
った理由を明確に示し、被申立人又は被告が特定の問題に対して再審査理由を提
起することができるようにしなければならない。勿論、もし原告又は被告に、訴
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訟中の差止命令を採るか否かの裁定に対して上訴の提起を認めれば、差止命令を
出すか否かの理由を明確にすることは、二審裁判所が当該裁定の合法性に対して
審査を行う前提の１つとなる。
第三節 訴訟中の財産保全、証拠保全及び権利者の知る権利の保護
一 訴訟中の財産保全及び中国の財産保全制度の改善
中国法では、訴訟中の財産保全と訴訟前の財産保全の目的は異なる。訴訟前の
財産保全の目的は、緊急な状況下で、法律により被申立人の財産保全を申立て、
利害関係者の合法的な権利・利益が回復できない損害を被ることを避けることに
(44)
ある。しかし、訴訟中の財産保全の目的は、被告の財産を保全し一方当事者の行
動又はその他の原因により判決が執行不能又は執行困難になることを避けること
に
(45)
ある。訴訟中の財産保全は一般に原告の申立により行い、必要なときに裁判所
は自発的に保全措置をとることもで
(46)
きる。ただし、裁判所が自ら財産保全措置を
とることは稀である。理論上から見ても、裁判所が自発的に財産保全措置をとる
ことは、民事訴訟の公正の原則に反する。公正とは、訴訟は当事者間の対立を前
提とし、訴訟制度及び裁判官自身が当事者双方に対して不偏不党の立場を保たな
ければならないということを意味
(47)
する。もし裁判所が必要と認め、主導的に財産
保全措置をとってしまうと、それは既に中立の立場を逸脱してしまい、公正とは
言えなくなってしまう。しかも、裁判所が主導的にとった財産保全措置が不当
で、相手当事者に損失をもたらした場合は、国家賠償しかないから、国家が不要
な損害を被ってしまうことになる。したがって、民事訴訟法を改正するときは、
裁判所が主導的に訴訟中の財産保全措置をとることができるというこの百害あっ
て一利なしの規定を削除すべきである。訴訟前の財産保全は、法律の規定によ
り、当事者しか申請することができない。
この他に、訴訟中の財産保全と訴訟前の財産保全における目的上の区別も必要
がなく、しかも司法に多くの不便をもたらす。たとえば、訴訟において、もし権
利者が、訴えの対象となっている権利侵害商品に対して財産保全申立を行った場
合、その申立は認めてはならない。何故かというと、この申立の状況は判決が執
行不能又は執行困難な状況にあるわけではないからである。しかし、もし権利者
がこれらの物品に対して訴訟前の財産保全を申し立て、裁判所が、保全措置を採
らなければ申立人が回復できない損害を被るということについて拡大解釈を行な
うことにより、その申立が認められる可能性がある。最近の知的財産権訴訟にお
いて、当事者が仮執行制度に対して誤解を抱き、ある法律が訴訟中の差止命令に
対して明確に規定していない場合には、訴訟において財産保全措置を通じて訴え
翻 訳（小口・胡) 193
の対象となっている権利侵害物品が市場に流入することを権利者が制止するのを
保障することは、非常に重要な救済措置をなす。同様に、権利者が訴えを提起す
る前に、訴えられている権利侵害者が既に資産を移転又は持ち逃げようとしてい
るのを知ることができ、後日裁判所が判決を下しても執行不能又は執行困難の状
況に陥ってしまうような緊急状況の下では、財産保全を申し立てる権利を与える
べきである。したがって、理論上から言えば、判決が執行不能又は執行困難にな
る場合、及びもし保全措置をとらなければ利害関係者に回復できない損害を蒙ら
せることになる場合には、財産保全（訴訟前か訴訟中を問わず）の適用を認めなけ
ればならない。
二 訴訟中の証拠保全及び権利者の知る権利の保護
(一）訴訟中の証拠保全
訴訟中の証拠保全の目的、証拠保全の適用条件及び担保状況は、すべて訴訟前
の証拠保全（第二章第三節を参照）と同様であるから、ここでは繰り返ない。た
だ一点だけ指摘しておきたいのは、中国での訴訟中の証拠保全制度は、英国法上
のアントン・ピラー命令（Anton Piller Order）と類似するところがあるというこ
とである。アントン・ピラー命令とは、民事訴訟において、原告が被告の書類、
特に被告によって消滅させられる可能性のある書証への調査・収集を認める命令
で
(48)
ある。アントン・ピラー命令も証拠保全の機能を有する。しかし、当該命令の
執行については、中国法上の訴訟中の証拠保全措置と異なる点がある。つまり、
前者は当該命令を得た原告が自ら執行するが、中国の場合は裁判所の執行人員が
執行する。
(二）権利者の知る権利の保護
訴訟中及び訴訟前の証拠保全は、ともに訴訟手続上から権利者に与えられたあ
る種の救済措置である。権利者は証拠保全を申し立てることができ、裁判所も保
全措置の裁定を下すことができるけれども、知的財産権訴訟の中の証拠は消され
やすく、隠匿されやすい性質を有する。したがって保全措置をとっても関連証拠
を確保できるとは限らない。たとえば、日本の株式会社手塚プロダクションが、
北京黒豹電気公司等の５軒の販売商それぞれに対してアニメ「ライオン・キン
グ」が「ジャングル大帝」の著作権を侵害したとして訴えた事件において、原告
は公証証拠保全の方式でそれぞれの被告の所から一枚ずつ権利侵害の DVDを購
入した。訴訟において４人の被告は「ライオン・キング」一枚しか販売していな
いことを認めた（すなわち原告が公証方式で保全した一枚である）が、問題がよく
わからない状況の下で販売したものであると主張し、しかも法廷でも入荷ルート
は知らないと主張
(49)
した。このような場合は、仮に権利者が証拠保全措置を申し立
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てたとしても、必ずしも関連権利侵害製品の複製者に関する証拠及び情報を獲得
できるわけではない。これは訴訟制度上生じた問題であるから、制度上から解決
方法を求める必要がある。権利者の有する知る権利の制度は、この問題の解決に
役立つ。
権利者が有する知る権利とは、訴えられている権利侵害者に対して、権利侵害
に関する情報の提供を求める権利のことである。大多数の国において、裁判所
は、訴えられている権利侵害者に対して、権利侵害に関する問題の回答、書類等
の証拠の提出を命じることができる。権利侵害者が提供しなければならない情報
には、訴えられている権利侵害製品の出所、製造者、輸入者及び供給者の身分な
どの内容が含ま
(50)
れる。Trips協定第47条は、「加盟国は、司法当局が、侵害の重
大さとの均衡を失しない限度で、侵害者に対し、侵害物品又は侵害サービスの生
産又は流通に関与した第３者を特定する事項及び侵害物品又は侵害サービスの流
通経路を権利者に通報するよう命じる権限を有することを定めることができる」
と規定
(51)
する。米国民事訴訟では、権利者は「証拠開示」制度（
(52)
Discovery）を通
じ、相手当事者が占有している文書又はその他の証拠を獲得することができる。
知的財産権者が権利侵害訴訟において有する知る権利は、権利者にとって極めて
重要である。こうした場合、権利侵害者しかこれらの情報を知らないからであ
る。訴えられている権利侵害者が権利者にこれらの情報を提供してはじめて権利
者はその他の権利侵害者に対して責任を追及することができ、はじめて源から自
分の権利に対する侵害を制止することができる。
中国では、国際条約上の規定は、一般に国内法化してはじめて執行することが
できる。最高人民法院が2001年12月21日に公布した「民事訴訟証拠に関する若干
の
(53)
規定」は、知的財産権訴訟における権利者が有する知る権利の問題を解決する
ために用いることができる。当該規定第75条は「一方当事者が証拠を持っている
のに、正当な理由なくその提供を拒んでいることを証明する証拠がある場合に、
相手方当事者が当該証拠の内容は証拠所持者にとって不利であると主張すれば、
この主張の成立を推定することができる」と規定している。たとえば、既に言及
した日本手塚プロダクションが、北京黒豹電気公司等の５軒の販売商に対してア
ニメ「ジャングル大帝」の著作権を侵害したことを理由に訴えた事件において、
もし原告が５人の被告が実施している違法な複製行為に対する訴えを取り下げな
け
(54)
れば、原告には被告に対して権利侵害製品の複製に関する情報及び証拠の提供
を要求する権利がある。被告が拒否した場合は、「民事証拠についての若干の規
定」第75条の規定により、原告の主張に基づき、裁判所は５人の被告を当該権利
侵害の製品の複製者として推定することができ、したがって不法複製者に相応の
権利侵害責任を負わせることができる。
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（１) 民事訴訟法第97条、最高人民法院「中華人民共和国民事訴訟法適用のうえでの若干の問題
に関する意見」第107条、民事訴訟法第74条、第92条参照。
(２) 例えば、Trips協定は、権利者が有する知る権利を当該協定の第２節「民事と行政手続及
び救済」（Section 2of the Trips Agreement:Civil and Administrative Procedures and
 
Remedies）において規定している。
(３) 民事訴訟法第92条第１項。
(４) 民事訴訟法第74条。
(５) 当該司法解釈第16条参照。
(６) 商標法（2001）第57条第１項。
(７) 最高人民法院「訴訟前に登録商標専用権侵害行為を停止し、証拠を保全することについて
法律を適用するうえでの問題に関する解釈」（法釈［2002］２号）。
(８) 同上、第16条。
(９) 特許法（2000）第61条第１項。
(10) 最高人民法院2001年６月７日公布、法釈［2001］20号。
(11) ?訴訟前の差止命令」の「訴」という字については両様の解釈が可能である。つまり当事
者が裁判所に訴訟を提起する前に裁判所に差止命令を申し立てる、つまり訴訟前の差止命令の
申立と、当事者が裁判所に訴訟を提起し、しかるに裁判所がそれを受理するかどうかを明確に
する前に差止命令を申し立てる場合とがある。そのいずれかが訴訟前の差止命令ということに
なるのか。筆者は、後者のケースは、裁判所の審査を経て成立した「訴」でなければならない
と考える。
(12) 筆者は、中国はできるだけ速やかに不正競争防止法の改正を行うべきであり、又は最高司
法機関が関連解釈を出し、中国の不正競争防止法を、Trips協定の中の訴訟前の差止命令及び
訴訟前の財産保全の関連要求に符合させるようにすべきである、と考える。
(13) 最高人民法院「中華人民共和国民事訴訟法適用のうえでの若干の問題に関する意見」第
107条（１）、（２）。
(14) 民事訴訟法第98条。
(15) 本文第二章第二節の一を参照。
(16) Yu Jianyang,Review of Patent Infringement Litigation in the People’s Republic of
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and Wei Saiying v.Zhengzhou Guandheng Hydraulic Control Equipment Factoryを引用
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訴訟において裁判所が仮執行を下した唯一の裁判例である。
(17) 拙稿「知識産権司法保護国際発展趨勢及我国応採取的対策」（羅東川＝馬来客主編『知識
産権審判実務』法律出版社、2000年）131頁参照。
(18) 回復できない損害の推定に対して反論する場合のみ区別されなければならない。この点に
ついては後述する。
(19) 最高人民法院「訴訟前に特許権侵害行為を停止させるについて法律を適用するうえでの問
題に関する若干の規定」第13条、最高人民法院「訴訟前に登録商標権侵害行為を停止し、証拠
を保全することについて法律を適用するうえでの問題に関する解釈」第13条、民事訴訟法第98
早法83巻４号（2008）196
条第２項。
(20) 同上、上記の２つ司法解釈第15条参照。
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を適用するうえでの問題に関する解釈」第９条第２項。
(25) Fed.R.Civ.P.65（c).
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(30) 28U.S.C.A.??1291,1292.
(31) 第二章第三節の三。
(32) 前掲注（19）、２つの司法解釈第10条参照。
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した場合は、当事者は当該解釈第16条（さらに当該解釈第10条を引く）により再審査を求め
る。もし裁判所が民事訴訟法の仮執行制度の規定により裁定を出した場合は、当事者は民事訴
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方正出版社、2001年、214頁参照。
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ば、裁判所はこれを閉鎖してはならない。また、政府部門は、「打黄打非（風俗営業や違法行
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(40) Abbott Laboratories v. Mead Johnson & Company,971F.2d 6（7?Cir.1992).
(41) American Hosp. Supply Corp. v. Hospital Prods. Ltd.,780F.2d 589（7?cir.1986).
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(43) Laurie v. Laurie,9Paige Ch.234（1841).
(44) 民事訴訟法第93条第１項。
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